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序     文 
 

「カンボジア王国農業資材（化学肥料および農薬）品質管理能力向上計画」は、2009年1月30日

に署名・交換された討議議事録（R/D）及び協議議事録（ミニッツ）に基づき、カンボジア王国に

おける化学肥料及び農薬の適切な使用と品質管理の促進を目標に掲げ、プロジェクトを実施して

きました。 

このたび、プロジェクト協力期間の終了を2012年3月に控え、国際協力機構は2012年2月9日から

22日までの間、小林雪治JICAカンボジア事務所次長を団長とする終了時評価を実施し、これまで

の活動実績の確認や目標達成等について総合的な評価を行いました。これらの評価結果は、調査

団とカンボジア王国側関係者による協議を経て評価レポートとしてまとめられ、協議議事録の署

名・交換を行いました。本報告書は、同調査団による協議及び評価調査結果等を取りまとめたも

のであり、関連する国際協力の推進に活用されることを願うものです。 

最後に本調査の実施にあたり、ご協力とご支援を頂いた両国関係各位に対し、心から感謝の意

を表します。 

 

平成24月8月 

 

独立行政法人国際協力機構 

カンボジア事務所長 鈴木 康次郎 
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略称 名称（英語） 名称（日本語） 

AAS Atomic Absorption Spectrophotometer 原子吸光分析法 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

C/P Counterpart カウンターパート 

CAMTA Cambodia Agriculture Materials Traders Association 
カンボジア農業資材販売業者

連盟 

DA Department of Agriculture フィリピン農業省 

DAL Department of Agricultural Legislation 農業法規局 

FAO Food and Agriculture Organization of the United Nations 国連食糧農業機関 

FPA Fertilizer and Pesticide Authority 
肥料農薬庁（フィリピン農業

省） 

GDA General Directorate of Agriculture 農業総局 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

MAFF Ministry of Agriculture, Forestry, Fisheries 農林水産省 

NAL National Agriculture Laboratory 国立農業研究所 

NPK Nitrogen（N）, Phosphorus（P）, Potassium（K） 窒素、リン、カリウム 

NSDP National Strategic Development Plan 国家戦略開発計画 

PDA Provincial Department of Agriculture 州農業局 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マ

トリックス 

PO Plan of Operations 活動計画 

QCAM 
Capacity Building for Quality Standard Control of 

Agricultural Materials（Chemical fertilizers and pesticides）

農業資材（化学肥料および農

薬）品質管理能力向上計画 

RGC Royal Government of Cambodia カンボジア王国 

SAW Strategy for Agriculture and Water 農業と水戦略 

SPS Sanitary and Phytosanitary 衛生植物検疫 
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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：農業資材（化学肥料および農薬） 

品質管理能力向上計画（QCAM） 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAカンボジア事務所 協力金額（評価時点）：1億7,000万円 

 

 

協力期間 

（R/D）：2009年3月1日～2012年3

月31日（3年1カ月） 

先方関係機関：農林水産省（MAFF）農業法規局

（DAL）、MAFF農業総局（GDA）及びカンダール

州農業局（PDA） 

（延長）： 日本側協力機関： 

（F/U）： 他の関連協力： 

（E/N）（無償）  

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）においては、現在、化学肥料や農薬のほとん

どがベトナムやタイなどの近隣諸国から不法かつ大量に流入しており、外国語表記のラベルの

まま販売されているため、農民の多くは適切な使用方法を十分理解することなくそれらを購

入・使用せざるを得ない状況にある。その結果、農作物の生産性の向上を妨げているばかりで

なく、特に農薬については、その誤使用による健康被害や環境汚染及び食物の危険性の増加を

引き起こす可能性もあり、カンボジア政府にとって化学肥料や農薬の適切な管理体制の構築及

びこれら農業資材の販売業者や使用者への適切な情報提供が、経済・社会発展のために緊急に

取り組むべき課題のひとつとなっている。 

このように適切な管理が行われることなく大量に流通している化学肥料や農薬による各種被

害を防ぐためにはカンボジア農林水産省（Ministry of Agriculture, Forestry, Fisheries：MAFF）が

これら農業資材に係る品質分析能力を向上させるとともに、その被害を最も受けやすい農民や

一般市民に対して、化学肥料や農薬の適切な管理・使用方法に係る必要な情報を提供すること

が重要となってくる。 

これらの状況を受け、カンボジア政府は｢農業資材（化学肥料および農薬）品質管理能力向上

計画｣（以下、「本プロジェクト」と記す）の技術協力をわが国政府に要請し、JICAは2009年3月

～2012年3月までの予定で本プロジェクトを実施するに至った。 

 

１－２ 協力内容 

農業資材（化学肥料及び農薬）の適切な使用と管理体制を実現する。 

（1）上位目標 

カンダール州とその近隣州において、化学肥料及び農薬の適切な使用と品質管理が促進

される。 

 

（2）プロジェクト目標 

パイロット地域において、化学肥料及び農薬の適切な使用と品質管理が促進される。 

 

（3）成 果 

1）プロジェクトのためのベースライン・データが蓄積される。 

2）化学肥料及び農薬の分析に関するラボの能力が向上する。 
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3）化学肥料及び農薬の登録及び登録後業務基準の規則初稿の策定が促進される。 

4）化学肥料及び農薬の適切な使用と品質に関する意識が向上する。 

 

（4）投入（評価時点）（総投入額：1億7,000万円） 

日本側： 

長期専門家派遣 2名 機材供与 2,293万6,000円 

短期専門家派遣 延べ2名 ローカルコスト負担 0円 

第三国専門家派遣 延べ12名 その他 0円 

研修員受入（第三国） 12名   

相手国側： 

カウンターパート（Counterpart：C/P）配置  34名〔MAFF農業法規局（Department of 

Agricultural Legislation： DAL）、MAFF農業総局（ General 

Directorate of Agriculture：GDA）及びカンダール州農業局

（Provincial Department of Agriculture：PDA）〕 

機材購入 なし 

土地・施設提供 プロジェクト事務所（2部屋）及び事務機器 

ローカルコスト負担 ラボの電気代、水道代等 

その他 なし   
 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野 氏名 職位） 

団長/総括 小林 雪治 JICA カンボジア事務所 次長 

農業資材 仲田 俊一 JICA 農村開発部 参事役 

評価分析/協力企画1 横井 博行 JICA カンボジア事務所員 

評価分析/協力企画2 Siv Cheang JICA カンボジア事務所 

  プログラムアシスタント 
 

調査期間 2012年2月9～22日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標「パイロット地域において、化学肥料及び農薬の適切な使用と品質管理

が促進される」は、指標の達成度から、おおむね達成されたと判断できる。 

指標1「化学肥料と農薬の適切な選択と使用を確保するため、パイロット地域の登録小売店

の3分の2が、プロジェクトによって提供された農薬のクメール語ラベル及び化学肥料と農薬

の適切な選択と使用のための参考資料を販売に使用する」は2011年12月に実施されたインパ

クト調査で、プロジェクト作成資料が85％の登録小売店に使用されており、目標を上回った。

指標2「パイロット地域で、禁止された農薬を売っていない登録小売店の数が倍増する」は

2011年12月に実施されたインパクト調査で禁止農薬を売っていない登録小売店が3.07倍とな

っており、目標を大きく上回った。 

 

３－１－２ 成果の達成状況 

4つの成果（Output）に対応して合計13の客観的指標（Indicator）については、ほぼ達成さ

れており、この成果が生かされる形でプロジェクト目標「パイロット地域において、化学肥

料及び農薬の適切な使用と品質管理が促進される」が達成された。 
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成果（Output）指標（Indicator） 

1）プロジェクトのためのベースライン・データが蓄積される。 

指標1：パイロット地域における登録済み化学肥料に関するベースライン・データがあ

る。 

指標2：パイロット地域における登録済み農薬に関するベースライン・データがある。

指標3：パイロット地域におけるクメール語表記のラベルに関するベースライン・デー

タがある。 

2）化学肥料及び農薬の分析に関するラボの能力が向上する。 

指標1：ラボの機材・設備が適切に設置され、機能している。 

指標2：DAL及びGDAにおける肥料のためのラボが、窒素、リン、カリウム〔Nitrogen

（N）, Phosphorus（P）, Potassium（K）：NPK〕及びその他微量要素（鉄、マンガ

ン、亜鉛、銅、カルシウム、マグネシウム）を分析できる。 

指標3：農薬のためのラボが24の優先度の高い有効成分のうち、少なくとも60％を分析

することができる。 

指標4：化学肥料NPK及びその他微量要素（鉄、マンガン、亜鉛、銅、カルシウム、マ

グネシウム）及び、少なくとも24の優先度の高い農薬の有効成分のうちの60％

を分析するためのマニュアルが作成される。 

指標5：ラボの機材の使用及び維持管理のためのマニュアルが作成される。 

指標6：登録小売店からインスペクターによって採取したサンプルの分析レポートが作

成される。（その後、関係者の間で共有される） 

3）化学肥料及び農薬の登録及び登録後業務基準の規則初稿の策定が促進される。 

指標1：化学肥料及び農薬の登録及び登録後業務のための業務基準に関係した政策の選

択肢が提供される。 

4）化学肥料及び農薬の適切な使用と品質に関する意識が向上する。 

指標1：一般の意識向上活動のために、パンフレット、ポスター及び視聴覚メディアの

それぞれのタイプで、少なくとも1つずつの道具を作成し、普及させる。 

指標2：パイロット地域のすべての登録小売店に、農薬の選択と使用のためのクメール

語ラベルと参考資料が配布される。 

指標3：パイロット地域のすべての登録小売店に、化学肥料の選択と使用のための参考

資料が配布される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：高い 

わが国対カンボジア事業展開計画及びカンボジア国家戦略開発計画ではそれぞれ農業基

盤の強化を優先課題に掲げており政策に合致している。特に、2011年12月に制定された農

薬肥料管理法においてはプロジェクトが果たした役割は非常に大きく、カンボジアが推し

進めようとする適正な農薬及び肥料に関する政策と合致している。 

 

 （2）有効性：高い 

プロジェクトのストラテジーは、肥料及び農薬に関し、技術的なラボ能力の向上、行政

的な手続きの改善、広報的な意識啓発から成り立つ。これらの3つの側面からなるアプロー

チが肥料及び農薬関連企業からの申請、MAFFにおける申請許可手続き及びそれに伴う成分

分析、更に市場に流通している適切なモニタリングに必要な意識啓発により、新規肥料及

び農薬申請の適正処理と市場流通製品の取り締まりの改善が、プロジェクト目標である「パ

イロット地域において、化学肥料及び農薬の適切な使用と品質管理が促進される」を達成
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するのに必要十分なプロセスであったと思料される。 

 

 （3）効率性：極めて高い 

専門家の役割分担として、アウトプット1及び4については日本人長期専門家が、アウト

プット2はフィリピン人専門家が、アウトプット3は日本人短期専門家が担った。アウトプ

ットの半分が少ない投入により実現されたのは、高く評価されるべきである。加えて、第

三国専門家の活用は、専門家自身がもつ途上国としての経験及び語学運用力の面で、カン

ボジア側への技術移転を促したと考えられる。 

 

 （4）インパクト：強い正のインパクトがある 

プロジェクト直接のインパクトとしては、禁止農薬の正規販売店がベースライン調査時

（2009年7月）とインパクト調査時（2011年10月）を比して70％減っており、適切な農薬を

農民が選択できるようになったことは、強いインパクトとして評価できる（なお農薬の正

規販売店自体は約3倍となっている）。 

また、官民連携という観点で、カンボジア農業資材販売業者連盟（Cambodia Agriculture 

Materials Traders Association：CAMTA）が設立され、公式に政府と民間業者が対話をできる

チャネルがつくられたこと、また農薬ガイドブックパート2作成においては民間業者からの

情報提供を踏まえガイドブックが作成されたことは、官民連携を強化するものとなった。

さらに、農薬肥料管理法の制定は、プロジェクトの直接的な成果に掲げられていないも

のの、専門家により側面的に支援され制定されており、カンボジアにおける適切な農薬使

用という観点で強いインパクトを与えたものと思料される。 

 

 （5）自立発展性：中程度 

ラボの自立発展性が担保されていないこと、また農薬登録行政の政策案は示されたもの

のその実施可能性が十分検討されていないことから低い評価となる。しかし、農薬肥料管

理法の施行は農薬行政に対する政府の高い決意を示すものであることから、これらを勘案

し、中程度と評価される。 

組織面での持続性については、プロジェクトでは農薬肥料管理法の側面支援及び化学肥

料及び農薬の登録及び登録後業務基準の初稿策定を行っているものの、組織が十分に機能

するためには、農薬肥料管理法が実行されるようDALにおける省令の設置（2省令案はプロ

ジェクトで作成済み）及びDALとGDAのラボの統合が必要である。 

財政面では、ラボの運営予算が限られており、自立的な運営が困難な状況である。現在

の組織規程上、業者からの申請料が国庫に納めることが決められているものの、ラボの自

立運営を考えた場合、組織規程を再整備し、申請料をラボの維持管理費に充てることが不

可欠である。 

技術面では、プロジェクトにより化学肥料及び農薬ラボの技術者へのオンザジョブ・ト

レーニング（OJT）及びマニュアルの作成を通じて、技術的知見をDAL及びGDAに引き渡す

ことができた。しかし、今後技術が蓄積・普及されるためには、国内の化学ネットワーク

を整備し、知見が向上されるような枠組みが必要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

中間レビュー段階でプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

の精査及びスコープの絞り込みが行われたことで、プロジェクトのターゲット及び狙いが

明確化されたと判断できる。 
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 （2）実施プロセスに関すること 

第三国専門家及び第三国での研修を行うことで、C/Pが自国でも農薬・肥料の適正管理が

実現可能であるという意識づけを行ったことは、C/Pのオーナーシップ醸成に寄与したもの

と判断される。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

プロジェクト開始時のPDMにおいて、実現可能性が困難な目標及び成果が示されており、

特にプロジェクト初期から中期にかけてプロジェクト実施運営面で混乱を引き起こした。

これは中間レビュー時においてPDMを大きく見直したことにより改善が図られた 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

専門家とC/Pのコミュニケーションマネジメントにおいて、特に執務室が日本人専門家と

C/Pで別々であったことから、日常的なプロジェクト・マネジメントを共同で行うことが困

難であった。プロジェクトではこれを解決するために、定例でC/P会議を実施していったも

のの、こうした日常的な共同マネジメント体制の欠如はC/Pのオーナーシップ醸成の阻害要

因となったと判断される。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは、カンボジア及び日本の政策に合致しており、ターゲットとなる小売店及

び農民のニーズを的確に反映しており妥当性は高い。プロジェクトでは第三国専門家（フィリ

ピン）を活用することにより、事業コストの低減と技術普及の浸透率を高めており、4つの成果

の達成及びそれに基づくプロジェクト目標の達成がなされた。したがって、有効性は高いと評

価され、効率性は主として第三国専門家の活用という点から非常に高いと評価される。さらに、

インパクトについては、ガイドブック及びCAMTAによる官民連携の実現、第三国専門家及び研

修を通じた南南協力の推進、農薬肥料管理法制定への側面支援など、強い正のインパクトが発

現したものと評価できる。上位目標の達成のためには種々の条件を達成していく必要があるも

のの、農薬肥料管理法の制定が条件達成を支援するものであると評価されることから、自立発

展性は中程度と評価できる。以上より、プロジェクト目標は達成しており、今後の上位目標の

達成のためにはカンボジア側の自主的な制度改革が不可欠であることから、本プロジェクトは

当初計画期間のとおり終了する予定である。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

本プロジェクトではプロジェクト目標が達成されたものの、プロジェクト効果を持続させる

ためには、GDAによるラボ機能の維持及び向上、DALによる農薬行政手続きの改善及び強化、

GDA及びDALによる国内外技術者ネットワークの構築、PDAによる啓発活動の推進が必要であ

る。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

本プロジェクトでは成果のひとつであるラボに関し、第三国専門家が当該成果達成に大きく

寄与したものである。第三国専門家の活用は、プロジェクト実施者側にとっては事業費を削減

させることが可能であり、C/Pまたは受益者にとってはより身近に技術を吸収しやすい素地をつ

くり出すことにつながる。今後は第三国のリソースをマッピングするなどし、組織的に第三国

リソースを有効活用する体制を構築していくことが推奨される。 
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また、本プロジェクトでは、ガイドブックの作成や協会設立支援など民間業者との連携を深

めた。カンボジアの特に農業分野では、政府のリソースが限られているなかで、いかに民間と

の連携度合いを強化し、民間のオペレーションにつないでいくかが自立発展性に関する大きな

要素である。その観点で、本プロジェクトで行った民間団体の巻き込み方は類似プロジェクト

にとっても有効に働くものであると判断される。 

本プロジェクトでは中間レビュー時にプロジェクト目標及び成果の大幅な見直しを行ってい

る。変更に際する主たる原因は、プロジェクト目標及び成果が投入に対して過大であったと判

断される。当初、長期専門家が1名ですべての成果を達成する必要があり、加えて第三国専門家

の招へいにあたり、事務的かつ技術的な調整事項が非常に多かったことが、プロジェクト活動

の促進を阻んだものだといえる。今後、案件実施にあたり、他案件の事例を十分参照するとと

もに、プロジェクト目標及び成果に対する必要な投入量を慎重に検討すべきである。 

 

３－８ フォローアップ状況 

プロジェクトの効果の持続性を担保するため、MAFFによりラボ機能、農薬行政手続き、国内

外ネットワーク、啓発活動の継続及び改善が必要である。ただし、農薬行政手続きにおける技

術的困難性をMAFFが把握し、それが上位目標達成の阻害要因となる場合は、必要に応じて日本

側によりフォローアップを行っていく必要がある。 
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Abstract of Terminal Evaluation Result 
 

I. Outline of the Project 

Country: 
The Royal Government of Cambodia 
 

Project title: Capacity Building for the Quality 
Standard Control of Agricultural Materials 
(Chemical Fertilizers and Pesticides) 

Issue/Sector:  
Agriculture 

Cooperation Scheme:  
Technical Cooperation Project 

Division in charge:  
JICA Cambodia Office 

Total Cost: 171,961 Thousand Yen 
 

 
Period of 
Cooperation 

(R/D): March 1, 2009 – March 
31, 2011 (3 years and 1 month) 
(Extension):None 
(F/U):None 
(E/N) (Grant Aid):None 

Partner Country’s Implementing Organization:  
Ministry of Agriculture, Forestry, Fisheries 
(MAFF), Department of Agricultural Legislation 
(DAL), General Directorate of Agriculture (GDA), 
Provincial Department of Agriculture (PDA) in 
Kandal 

Supporting Organization in Japan:  
Japan International Cooperation Agency (JICA) 

Related Cooperation:  

1. Background of the Project 
 
Agricultural sector has played an important role for economic growth of Cambodia with the fact that 
80% of population is in rural areas and 60% lives on agriculture in the country. On the other hand, 
since the agricultural sector contributes only to 33.5% of Gross Domestic Product (GDP), 
enhancement of agricultural productivity has been set up as one of the main priorities in the national 
development strategies such as "Rectangular Strategy for Growth, Employment, Equity and 
Efficiency Phase II" and "Strategy for Agriculture and Water 2006-2010." Because most of chemical 
fertilizers and pesticides are illegally imported from the neighboring countries like Vietnam and 
Thailand and sold in local markets without the Khmer labels. As such, most end-users do not know 
how to select and use them properly. Improper use of pesticides may not only hinder enhancement 
of their agricultural productivity but also cause health and environmental problems and food 
insecurity. Therefore, it is essential for the Cambodian government to improve the management of 
agricultural materials and properly give necessary information on correct selection and use of 
agricultural materials for sound and sustainable economic and social development in this country. In 
order to achieve these, analytical capabilities for agricultural materials of Ministry of Agriculture, 
Forestry, and Fisheries (MAFF) must be enhanced. At the same time, necessary information on 
proper selection and use of agricultural materials must be provided for the end-users and the general 
public. Hence, the Cambodian government officially requested the Japanese government to 
implement the QCAM Project through Japan International Cooperation Agency (JICA). 
 
2. Project Overview 
 
(1) Overall Goal 
Proper usage and quality control of chemical fertilizers and pesticides is enhanced in Kandal and 
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neighboring provinces. 
 
(2) Project Purpose 
Proper usage and quality control of chemical fertilizers and pesticides is enhanced in pilot area. 
 
(3) Outputs 
Output 1: Baseline data for the Project is developed. 
Output 2: Capability of laboratories is improved in terms of analyses of chemical fertilizers and 

pesticides. 
Output 3: Development of Regulation related to Standard Requirement  for registration and 

post-registration of chemical fertilizers and pesticides is facilitated with the expectation 
of having the 1st draft. 

Output 4: Awareness is raised on proper usage and quality of chemical fertilizers and pesticides. 
 
(4) Inputs 

Japanese side： 
Long-term Expert   2 Equipment  22,936 Thousand Yen 
Short-term Expert   2 Local cost 0Yen 
Third Country Expert 12 Others 0Yen 

    Trainees received (third country)   12 
                                              Total Cost  171,961 Thousand Yen    
 

Cambodian Side： 
Counterpart       34 Equipment                 0 
Land and Facilities   2 Project office and office appliances 
Local Cost        Electricity and water charge for laboratories 
Others            None 

 

II. Evaluation Team 

Members of 
Japanese 
Evaluation 
Team 
 

Mr. Yukiharu 
Kobayashi 

Leader 
Senior Representative, JICA 
Cambodia Office  

Mr. Shunichi Nakada Agriculture Input 
Senior Advisor, JICA 
Headquarter 

Mr. Hiroyuki Yokoi 
Evaluation and 
Analysis 1 

Representative,  JICA 
Cambodia Office 

Ms. Siv Cheang 
Evaluation and 
Analysis 2 

Program Officer,  JICA 
Cambodia Office 

 

Period of 
Evaluation 

09/02/2011- 22/02/2011 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

 

III. Results of Evaluation 
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1. Achievement of Outcome 
 
Output 1: Baseline data for the Project is developed. 

Indicator 1-1: Baseline data on registered chemical fertilizers in the pilot area(s) is in hand. 
Indicator 1-2: Baseline data on registered pesticides in the pilot area(s) is in hand. 
Indicator 1-3: Baseline data on labeling in Khmer in the pilot area(s) is in hand. 
 

The baseline survey was conducted and baseline data was made available by the Project. 
Furthermore, the counterpart personnel involved have acquired necessary skills along the process 
of carrying out the baseline survey. Therefore, it is concluded that the Output 1 was achieved. 
 
Output 2: Capability of laboratories is improved in terms of analyses of chemical fertilizers and 

pesticides. 
Indicator 2-1: Laboratory equipment/ facilities are properly set up and functioning. 
Indicator 2-2: Fertilizer laboratory in the DAL and the GDA can analyze N, P, K and other 

elements (Fe, Mn, Zn, Cu, Ca, Mg). 
Indicator 2-3: Pesticide laboratory can analyze at least 60% of 24 prioritized active ingredients. 
Indicator 2-4: Manuals for analyses of N, P, K and other elements (Fe, Mn, Zn, Cu, Ca, Mg) for 

chemical fertilizers and at least 60% of 24 prioritized active ingredients for 
pesticides were developed. 

Indicator 2-5: Manuals for operation and maintenance for laboratory equipment are developed. 
Indicator 2-6: Analytical reports of samples collected by inspectors from licensed retailers are 

developed (to be shared among stakeholders) 
 
It is noted that the pesticide samples for Indicator 2-6 were collected by the Project, not by 
inspectors because development of inspection protocol was under preparation. Judging from these 
observations, it is concluded that the Output 2 was achieved. 
 
Output 3: Development of Regulation related to Standard Requirement for registration and 

post-registration of chemical fertilizers and pesticides is facilitated with the expectation 
of having the 1st draft. 

Indicator 3-1: Policy option(s) related to Standard Requirement for registration and 
post-registration of chemical fertilizers and pesticides is provided. 

 
With the three (3) Technical Information Exchange Programs (TIEP) and comments from the 
Project experts, the Law on The Management of Pesticides and Fertilizers was promulgated on 14 
January 2012. In addition, the draft regulations on procedures and standard requirement on the 
management of pesticides and chemical fertilizers have been developed in Khmer and English.  
These are now in the process of finalization as “Prakas” (proclamation) and waiting for an approval 
from MAFF Minister. They are expected to be approved by the end of 2012. Therefore, it is 
concluded that the Output 3 was achieved. 
 
Output 4: Awareness is raised on proper usage and quality of chemical fertilizers and pesticides. 

Indicator 4-1: At least each type of materials; pamphlet, posters, and audio visual media is 
developed and disseminated for public awareness activities. 
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Indicator 4-2: Khmer labels and reference materials on selection and usage of pesticides are 
distributed to all of licensed retailers in pilot area.  

Indicator 4-3: Reference materials on selection and usage of chemical fertilizers are distributed 
to all licensed retailers in pilot area. 

 
All indicators in Output 4 have been attained, therefore, it is concluded that the Output 4 was 
achieved. 
 
2. Summary of Evaluation Results 
 
(1) Relevance: High 
The project aligns the Japanese aid policy and national development policy of Cambodia such as 
NSDP, SAW, Rice Policy. Among others, the contribution to the Pesticide and Fertilizer 
Management Law, which was promulgated on Dec 2011, was remarkable. 
 
(2) Effectiveness: High 
The strategy of the Project is 1) enhancement of laboratory analytical skills in terms of technique, 
2) improvement of procedure in terms of administrative point and 3) awareness raising in terms of 
public relations. These three aspects strategy will contribute to achieve the project purpose, which 
is expected to be achieved. 
 
(3) Efficiency: Very High 
In principle, the division of labor among experts was that 1) Output1 and 4 were responsible for 
Japanese long-term experts, 2) Output2 for Philippines experts, 3) Output3 for Japanese short-term 
experts. Achievement of the outputs by rather small amount of inputs was highly evaluated. In 
addition, the utilization of the third country experts was evaluated that the penetration rate of the 
techniques was heightened because of the experience as a developing countries and the language 
literacy. 
 
(4) Impact: Very High 
The direct impact caused by the Project is that the farmers can select the appropriately registered 
pesticide and fertilizers. The impact survey by the Project showed that the 70% of the banned 
pesticide selling retailers was decreased compared to the baseline survey on July 2009. (The 
number of the official registered retailers is tripled.)  
In addition, the south-south cooperation heightened the penetration ration of technique absorption. 
Furthermore, establishment of CAMTA made an great impact in terms of creation of dialogue 
channel between the Government and private entities. 
Lastly, the promulgation of the Pesticide and Fertilizer Management Law should be highly 
evaluated. 
 
 (5) Sustainability: Medium 
Sustainability is evaluated as not high since the sustainability of the laboratories is not ensured and 
the possibility of enforcement of the Pesticide and Fertilizer Management Law is uncertain. 
However, the promulgation of the Pesticide and Fertilizer Management Law shows the 
determination of the government to the administration to the pesticide. Thus, considering the above 
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positive and negative points, sustainability is evaluated as Medium. 
 
3. Factors that promoted realization of effects 
 
(1) Factors concerning to Planning 
On account of elaboration and clarification of PDM at mid-rm review, it is juged that the target and 
objective of the Project was clarified.  
 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 
By introducing third country expert and third country training, it has contributed to realizing 
ownership that C/P could enjoy similar appropriate management of pesticide and fertilizer as 
Philippines. 
 
4. Factors that impeded realization of effects  
 
(1) Factors concerning to Planning 
It was written some unachievable purpose and objectives in PDM ver.1, which have caused 
difficulties and confusion in management and operation of the Project.  

 
(2) Factors concerning the Implementation Process 
As the offices of the experts and C/P were separated, it was difficult to communicate at a daily 
basis in terms of project management. It was judged that the regular communication with C/P had 
impeded creation of ownership from C/P. 
 
5. Conclusion 
 
Relevance is evaluated as high sice this Project aligns the Cambodian and Japanese policy and 
reflects the needs of the retailers and farmers. This Projet utilizes the third country expert from 
Philippines, which enables the project to decrease the project cost and to enhance the penetration 
ratio of the techniques. Therefore, the four outputs and followed project purpose were achieved. 
From these achievements, it was judged that Effectiveness is evaluated as High and the Efficiency 
is evaluated as Very High. Impact is evaluated as Very High in terms of realization of public and 
private partnership by producing guidebooks and set-up of CAMTA, drive for the south-soouth 
cooperation with utilization of third country experts and trainings, supplemental support for 
promulgation of the Law on The Management of Pesticides and Fertilizers. In order to achieve 
overall goal, it is necessary to achieve various conditions, however promulgation of the said law 
will considerably contribute to this, therefore Sustainability is evaluated as Medium.  

 

6. Recommendations 
 
Though the project purpose was achieved, it is essential to follow 1) maintenance and improvement 
of laboratories, 2) improvement and strengthening of administrative arrangements, 3) establishment 
of domestic and international technical network, 4) maintain and spread of awareness raising 
activities.  
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7. Lessons Learned 
 
In order to achive the output for laboratories component, the third country experts significantly 
contribute to it. The utilization of the third country expert leads to decreasing project cost at the site 
of project implementating agency and to enhancing the learinig environment for the side of C/P or 
beneficieries. It is further recommended to establish the system to effectively utilize those third 
country resources. In addition to this, the project deepens the collaboration with the private sector 
in the area of production of guidebooks and set up of association. In Cambodia, the resources from 
the government are largely limited, thus it is a great factor to to strengthen the cooperation and 
involve with the private sector. In this point, the way of this projct to involve with the private 
sector will work for other projects.  

 
8. Follow-up Situation 
 
In order to secure sustainability of the Projet, it is indispensable for MAFF to continue to improve 1) 
laboratories, 2) administrative arrangement for pesticides, 3) domestic and international network 
and 4) awareness raising activities. In case MAFF finds the technical difficulties in administrative 
arrangement of pesticides and this migh be the impeding factor to achive the overall goal, it might 
be necessary that the Japanese side would support this area.  
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

カンボジア王国（以下、｢カンボジア｣と記す）においては、化学肥料や農薬のほとんどがベト

ナムやタイなどの近隣諸国から不法かつ大量に流入しており、外国語表記のラベルのまま販売さ

れているため、農民の多くは適切な使用方法を十分理解することなくそれらを購入・使用せざる

を得ない状況にある。その結果、農作物の生産性の向上を妨げているばかりでなく、特に農薬に

ついては、その誤使用による健康被害や環境汚染及び食物の危険性の増加を引き起こす可能性も

あり、カンボジア政府にとって化学肥料や農薬の適切な管理体制の構築及びこれら農業資材の販

売業者や使用者への適切な情報提供が、経済・社会発展のために緊急に取り組むべき課題のひと

つとなっている。 

このように適切な管理が行われることなく大量に流通している化学肥料や農薬による各種被害

を防ぐためにはカンボジアMAFFがこれら農業資材に係る品質分析能力を向上させるとともに、そ

の被害を最も受けやすい農民や一般市民に対して、化学肥料や農薬の適切な管理・使用方法に係

る必要な情報を提供することが重要となっている。 

これらの状況を受け、カンボジア政府は｢農業資材（化学肥料および農薬）品質管理能力向上計

画｣（以下、「本プロジェクト」と記す）の技術協力をわが国政府に要請し、JICAは2009年3月～2012

年3月までの予定で本プロジェクトを実施中である。現在、長期専門家2名（チーフアドバイザー、

業務調整/意識向上のための啓発普及活動/モニタリング調査）を派遣中であり、更にフィリピン人

短期専門家（化学肥料分析及び農薬分析）及び日本人短期専門家をこれまでに派遣してきた。 

本プロジェクトでは、化学肥料と農薬の登録・認可及び検査・モニタリングに関し、C/P機関で

あるカンボジアMAFF DAL及びGDA職員の能力向上を支援してきた。また、化学肥料や農薬の適

正使用に関する現場レベルでの啓発活動を通じて、カンボジアMAFF職員やパイロット地域（カン

ダール州）の農民、また農業資材販売店に対して、化学肥料や農薬の適切な管理と使用に関する

意識向上に取り組んでいる。 

今回実施する終了時評価調査は、2012年3月のプロジェクト終了を控え、以下の目的でプロジェ

クト終了時評価を実施するため調査団を派遣した。 

1）プロジェクト終了を控え、プロジェクトの現状・実績・成果発現状況を確認する。なお、成

果やプロジェクトの目標等の達成度評価については、PDM 2（ミニッツAnnex I）を基準とす

る。 

2）JICAの評価ガイドライン（5項目評価）に従って、プロジェクトの評価をカンボジアと日本

の合同で行う。 

3）評価結果を踏まえ、本プロジェクトを通じて得られた教訓、提言をまとめる。 

4）カンボジア側と協議の結果、合意した合同評価の結果をミニッツに取りまとめ、双方署名・

交換する。 
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１－２ 現地調査日程 

現地調査期間は、2012年2月9～22日で、調査日程は以下に示すとおりである。 

 

No Date Description 

1 9-Feb-12 08：00-09：00  Kick-off meeting of evaluation team 

2 10-Feb-12 Document preparation 

3 11-Feb-12 -- 

4 12-Feb-12 Arrival of Mr. Nakada 

5 13-Feb-12 

08：30-09：30 Courtesy call to JICA 

09：45-11：45 Meeting with project experts 

15：00-16：00 Meeting with FAO 

16：15-17：15 Interview with CAMTA 

6 14-Feb-12 

08：00-09：00 Courtesy call and interview DAL Director 

09：00-10：00  Interview DAL regulatory officers（both inspection and registration）

10：30-11：30 Courtesy call to H.E. San Vanty 

14：00-15：00： Courtesy call and interview H.E Rithykun 

15：00-16：30： Interview GDA laboratories（pesticide and fertilizer） 

16：30-17：30： Interview project counterparts in charge of awareness raising 

7 15-Feb-12 

08：30 Interview PDA Kandal（Director & inspectors） 

10：00-11：00 Interview retailers in Kien Svay 

13：30-15：00 Interview a group of farmers at Kien Svay 

15：30-16：30 Travel back to PHN 

8 16-Feb-12 

08：00-09：30 Observe laboratories of DAL & interview lab staffs 

10：00-11：30 Continue interview GDA lab staff if necessary 

PM Meeting with project experts 

9 17-Feb-12 
08：00-09：00： Visit MIME laboratory 

09：30-10：30： Visit MOH laboratory 

10 18-Feb-12 Arrival of Filipino members 

11 19-Feb-12 Site visit to Kandal 

12 20-Feb-12 

08：30-09：15 Courtesy call to JICA Cambodia office 

10：00-10：30 Draft report explanation to H.E. San Vanty 

10：30-12：00 Filipino members's CC to DAL director and observe lab & interview 

lab staffs 

14：00-15：00 Visit to GDA's pesticide lab and discuss with laboratory staffs 

15：00-16：00 Visit to GDA's Fertilizer lab and discuss with laboratory staffs 

16：30-18：30： Discussion and finalize draft report 
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13 21-Feb-12 
AM： Discussion and finalize draft report 

15：00-16：00 Report to Embassy of Japan 

14 22-Feb-12 
9：00-12：00 Final JCC（including signing of M/M on Evaluation report） 

Report to JICA Cambodia office 

15 23-Feb-12 Filipino members back to Philippines 

 

１－３ 終了時評価調査団の構成 

No. 氏名 担当分野 所属 

1 小林 雪治 団長/総括 JICA カンボジア事務所 次長 

2 仲田 俊一 農業資材 JICA 農村開発部 参事役 

3 横井 博行 評価分析/協力企画1 JICA カンボジア事務所員 

4 Siv Cheang 評価分析/協力企画2 
JICA カンボジア事務所 

プログラムアシスタント 

 

１－４ プロジェクトの概要 

（1）プロジェクト期間 

2009年3月～2012年3月（3年1カ月、R/D署名日：2009年1月30日） 

 

（2）相手国実施機関 

MAFF、DAL、GDA及びカンダール州PDA 

 

（3）上位目標 

カンダール州とその近隣州において、化学肥料及び農薬の適切な使用と品質管理が促進さ

れる。 

 

（4）プロジェクト目標 

パイロット地域において、化学肥料及び農薬の適切な使用と品質管理が促進される。 

 

（5）成 果 

1）プロジェクトのためのベースライン・データが蓄積される。 

2）化学肥料及び農薬の分析に関するラボの能力が向上する。 

3）化学肥料及び農薬の登録及び登録後業務基準の規則初稿の策定が促進される。 

4）化学肥料及び農薬の適切な使用と品質に関する意識が向上する。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価の手順 

評価は、「新 JICA事業評価ガイドライン 第1版」（2010年6月）に従い実施し、具体的には以

下の手順に従った。 

1）プロジェクトの現状把握と検証 

2）評価5項目による価値判断 

3）提言の策定と教訓の抽出 

 

２－２ 評価目的及び評価方針の確認 

（1）評価目的の確認 

評価調査に先立ち、専門家と団員の協議、対処方針会議を開催し、第1章第1項に記載した

評価の目的を確認した。 

 

（2）プロジェクト計画内容の把握 

プロジェクトの事前調査結果（2009年2月）、中間レビュー報告書（2010年5月）、プロジェ

クト作成報告書を主たる情報源として、当初計画の内容、その後の変遷の把握に努めた。 

 

（3）評価5項目に基づく評価 

評価5項目、すなわち妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の観点からプロジ

ェクトを評価した。各評価項目の視点を以下に示す。なお、終了時評価のため、妥当性、有

効性、効率性についてはこれまでの実績と現状に基づいて評価する。インパクトと自立発展

性については、これまでの実績と活動状況から分析し、終了時評価時点の予測や見込みにつ

いて検証する。 

 

妥当性 

必要性、優先度、手段としての妥当性の観点から、プロジェクト実施の正当性・

必要性を評価。 

・必要性（ターゲットグループのニーズとの整合性） 

・優先度（カンボジアの開発政策・わが国の援助計画との整合性） 

・手段としての妥当性（適用方法の妥当性、ターゲットグループ選定の適切性、

日本の技術の優位性等） 

有効性 プロジェクト目標の達成度を検証し、プロジェクトの効果を評価 

効率性 
投入（コスト）と成果の達成状況とを比較し、プロジェクトの実施の効率性を評

価 

インパクト 上位目標の達成見込み、その他の波及効果を評価 

自立発展性 政策・制度面、組織・財政面、技術面等の観点から、総合的な自立発展性を評価

 

２－３ プロジェクトに関する情報収集 

本調査に必要な事項を列挙し、評価グリッドにまとめて必要な情報・データを収集した。情報・

データの収集は、以下の方法を適宜組み合わせた。 

・文献調査：本プロジェクトに関する過去の各種調査団の報告書、プロジェクトで作成された各
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種活動報告書等の文書等。 

・面談調査：日本人専門家、C/P、関係機関におけるプロジェクト担当者を訪問し、面談調査を実

施した。 

・合同評価委員会：C/Pに対して、評価の目的、方法を説明するために合同評価委員会を開催した。 

・現場視察：本プロジェクトで実施している啓発活動に係る現場視察を行った。 

 

２－４ 合同評価報告書の作成及びミニッツの作成 

評価グリッドを基に団内協議により日本側調査団案をまとめ、カンボジア側評価委員と協議し、

合同評価報告書を作成した。なお、合同評価チームの日本側メンバーは本調査団員により、また

カンボジア側メンバーは以下により構成される。 

また、合同評価委員会には、合同評価チーム以外にも、フィリピン側関係機関、カンボジア関

係機関等の参加を得た（参加者リストは付属資料参照）。英文にて作成された合同評価報告書は、

合同調整会議において合意を得たのち、ミニッツ（付属資料参照）として、カンボジア側・日本

側の代表者により署名された。 

 

■合同評価チーム（カンボジア側メンバー） 

 氏名 役職 組織 担当分野 

1 Dr. Dy Sam An Deputy Director Department of Agricultural 

Legislation 

Vice Team Leader（tbc）

2 Mr. Op Pich Deputy Director Department of Planning and 

Accounting, General Directorate 

of Agriculture, MAFF 

Evaluation & Analysis 

 

■フィリピンオブザーバー 

 氏名 役職 組織 

1 Ms. Zenaida M. Villegas Director Project Development Service,

Department of Agriculture（DA） 

2 Dr. Silvino Q. Tejada, 

CESO III 

Executive Director Bureau of Soils and Water Management,

DA 

3 Atty. Gavino L. Barlin Deputy Executive Director for 

Fertilizer 

Fertilizer and Pesticide Authority, DA 

4 Ms. Maria Lourdes De 

Mata 

Office-in-charge Laboratory Services Division, Bureau of 

Plant Industry, DA 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

（1）専門家派遣 

【日本人長期専門家】 

・チーフアドバイザー、2010/4/1～2012/3/31 

・プロジェクト運営管理/ベースライン調査/意識向上のための啓発普及活動、2009/4/27～

2010/3/31 

・業務調整/意識向上のための啓発普及活動/モニタリング調査、2010/4/1～2012/3/31 

 

【日本人短期専門家】 

・農薬管理・農薬適正使用推進分野、2010/12/6～2011/12/19 

・農薬登録管理、2011/11/28～12/17 

 

【第三国専門家（フィリピン）】 

・Dr. Wilma N. Obcemea 肥料農薬庁（フィリピン農業省）（Fertilizer and Pesticide 

Authority：FPA）、肥料品質基準分析、2009/4/21～5/1 

・Ms. Maria Lourdes De Mata 植物産業局（Bureau of Plant Industry）、農薬分析、2009/4/21

～5/1 

・Ms. Edna Lynn C. Floresca 土壌・水管理局（Bureau of Soils and Water Management）、化学

肥料分析、2009/8/2～12/24、2010/2/14～7/14、2011/7/4～10/28 

・Ms. Maria Esperanza De Guzman Uy 植物産業局（Bureau of Plant Industry）、農薬成分分析、

2009/8/2～12/24、2010/2/14～7/14、2011/7/4～9/23 

・Prof. Francisco C. Cornejo 前FPA長官、コンサルタント、1）化学肥料・農薬の登録・許

可に関する行政の評価、品質基準の選定、2009/10/15～12/15、2）農業資材関連法にかか

わる技術交換支援、2010/9/15～2011/2/28 

・Ms. Elvira M. Bautista 土壌・水管理局（Bureau of Soils and Water Management）、化学肥料

分析、2010/11/7～2011/3/7 

・Ms. Laylo Erlinda 植物産業局（Bureau of Plant Industry）、農薬成分分析、2010/11/7～2011/3/7 

 

（2）調査団派遣実績 

目的 人員 期間 

中間レビュー 4 2010年4月18日～5月1日 

運営指導調査 1 2010年12月13～22日 

終了時評価 4 2012年2月9～22日 

 

（3）技術情報交換研修（フィリピン） 

1）第1回 研修内容 

① 化学肥料及び農薬の登録に係る法的枠組みと管理業務 
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② 化学肥料及び農薬の登録後に係る法的枠組みと管理業務 

③ 上記業務にかかわる関係者・機関による支援業務 

人数：5名（C/P4名、日本人専門家1名） 

実施時期：2010年6月6～10日 

 

2）第2回 研修内容 

① 化学肥料の登録前及び登録後に係る法的枠組みと管理業務 

② 関係機関との連携作業 

人数：5名（C/P4名、日本人専門家1名） 

実施時期：2010年9月19～25日 

 

3）第3回 研修内容 

① 農薬の登録前及び登録後に係る法的枠組みと管理業務 

② 関係機関との連携作業 

人数：6名（C/P4名、日本人専門家1名、JICAカンボジア事務所1名） 

実施時期：2011年1月16～21日 

 

（4）機材供与 

以下のとおり、計2,293万6,000円（27万1,664.66USドル）の機材が供与された。付属資料3

「Minutes of Meeting Annex5」参照。 

- 機器：14万159.02USドル 

- スペアパーツ：3万3,638.00USドル 

- ラボ機器：4万6,787.64USドル 

- 化学薬品・消耗品：5万1,080.00USドル 

- 合計：27万1,664.66USドル 

 

３－１－２ カンボジア側投入 

（1）カウンターパート（C/P）配置 

以下のとおり、計34名のC/Pが配置された。 

- 共同プロジェクト・マネジャー：DAL及びGDAから1名ずつ配置 

- DAL職員10名、GDA職員20名 

- カンダール州PDAより2名配置 

 

（2）ローカルコスト負担 

MAFFによりプロジェクトオフィス2部屋とオフィス機材（机、椅子、キャビネット、プ

リンター等）が提供されており、プロジェクトオフィス及びGDAとDALの分析室の電気・

水道代が負担されている。 

 

３－２ プロジェクト実績 

終了時評価実施時点での進捗状況の要約は以下のとおりである。 
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３－２－１ 上位目標の発現度 

プロジェクト要約 指標 達成見込み 

上位目標： 

カンダール州とその

近隣州において、化学

肥料及び農薬の適切

な使用と品質管理が

促進される。 

1．クメール語ラベルが添

付された、登録されている

化学肥料と農薬の流通が

増加する。 

農薬肥料管理法が的確に実行に移され、かつ

啓発活動が継続されれば実現可能である。 

2．小売店が禁止された農

薬を販売していない。 

同上 

プロジェクト目標レベルにおける外部要因達成状況 

MAFFがラボの機能

を継続する。 

ラボ技術者への技術移転は一定程度完了したものの、技術移転されたス

タッフの実数が少ないこと〔GDA（農薬ラボ）3名、GDA（肥料ラボ）7

名、DAL3名〕、ラボの運営資金が確保できていないこと、ラボが点在し

ており無駄な行政コストが多いこと、などから機能の継続については困

難な点が多い。 

 

化学肥料及び農薬の

不法取り引きに対し、

法による取り締まり

が実行される。 

2011年12月に農薬肥料管理法が制定された。同法の実効性、特に手続き

等についてはまだ不明であり、現段階では法執行の実現性は不明である。

化学肥料及び農薬の

取り扱い業者の意識

と能力が継続的に向

上する。 

CAMTAによる業者及び政府のネットワークが確立され、かつ啓発活動が

継続されれば、本外部条件は達成される可能性は高い。 

MAFFスタッフの能

力向上が継続的にな

される。 

MAFFラボスタッフの能力向上には、MAFFがラボ運営経費を確保して各

種分析業務を継続させるとともに、組織内だけでなく、研究者及び実務

者のネットワークが必要である。このネットワークが整備されれば、実

現可能性はあると考えられる。 

【上位目標の発現状

況】 

MAFFが法律執行を適切に行い、本プロジェクトのPDMで定めた上記外

部条件が達成されれば、実現可能であると思料される。 

 

３－２－２ プロジェクト目標の発現度 

プロジェクト要約 指標 達成状況 

プロジェクト目標： 

パイロット地域にお

いて、化学肥料及び農

薬の適切な使用と品

質管理が促進される。 

 

 

 

 

 

 

 

1. 化学肥料と農薬の適切

な選択と使用を確保する

ため、パイロット地域の登

録小売店の3分の2が、プロ

ジェクトによって提供さ

れた下記の道具を販売に

使用する。 

（1）農薬のクメール語ラ

ベル 

（2）化学肥料と農薬の適

切な選択と使用のための

参考資料 

指標 1（ 1）：農薬のクメール語ラベルを

MAFF・JICAが商品に添付すると特定企業の

商品の宣伝につながる可能性があることか

ら、クメール語ラベルの代替として各商品の

使用方法を解すことができるよう病虫害管理

ガイドブックパート2を作成することとした。

2011年12月に実施されたインパクト調査で

は、83％の登録小売店が病虫害管理ガイドブ

ックパート1を有用と感じており、パート2は

使用方法に言及しており更に有効であること

は自明であることから、本指標は達成される

見込みである。 
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指標1（2）：2011年12月に実施されたインパク

ト調査において、85％の登録小売店がプロジ

ェクトにより作成されたガイドブックが「非

常に役に立つ」「役に立つ」と答えており、当

該指標は達成されている。 

2. パイロット地域で、禁

止された農薬を売ってい

ない登録小売店の数が倍

増する。 

2011年12月の段階では67店舗のうち43店舗が

禁止農薬の販売を行っていない。2010年8月時

点では67店舗中14店舗が販売していないとい

う状況であったことから、禁止農薬を売って

いない登録小売店は3.07倍となった。よって、

本指標は達成された。 

【プロジェクト目標の全体達成状況】 

プロジェクト目標は達成されている。 

成果レベルにおける外部要因達成状況 

外部要因なし なし 

 

３－２－３ 成 果 

プロジェクト要約 指標 達成状況 

1. プロジェクトのた

めのベースライン・デ

ータが蓄積される。 

1-1パイロット地域におけ

る登録済み化学肥料に関

するベースライン・データ

がある。 

2009年7月にベースライン調査は完了してい

る。 

 1-2パイロット地域におけ

る登録済み農薬に関する

ベースライン・データがあ

る。 

2009年7月にベースライン調査は完了してい

る。 

 1-3 パイロット地域にお

けるクメール語表記のラ

ベルに関するベースライ

ン・データがある。 

2009年7月にベースライン調査は完了してい

る。 

【成果1の全体達成状況】 

成果1の指標はすべて達成されている。 

プロジェクト要約 指標 達成状況 

2. 化学肥料及び農薬

の分析に関するラボ

の能力が向上する。 

2-1 ラボの機材・設備が適

切に設置され、機能してい

る。 

（化学肥料分析分野）：分析に必要な機材はす

べて適切に設置され、機能している。DALの

肥料分析室については、アジア開発銀行

（Asian Development Bank：ADB）より2003

年に供与されたものの使用されずに放置され

ていた機材の梱包を解き、設置する作業を含

む。 

（農薬成分分析分野）：分析に必要な機材はす

べて適切に設置され、機能している。 
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2-2 DAL及びGDAにおけ

る肥料のためのラボが、

NPK及びその他微量要素

（鉄、マンガン、亜鉛、銅、

カルシウム、マグネシウ

ム）を分析できる。 

対象微量要素に加えSulfurについてDAL・

GDAともに分析可能となった。Validationにつ

いては、GDAは原子吸光分析法（Atomic 

Absorption Spectrophotometer：AAS）を保有し

ていないため6つの微量要素について確率で

きていないが、DALは 4つの微量要素の

Validationまで可能となった 

 2-3 農薬のためのラボが

24の優先度の高い有効成

分のうち、少なくとも60％

を分析することができる。

28成分のValidationが確立しており、目標値を

はるかに超えている。 

 2-4 化学肥料のNPK及び

その他微量要素（鉄、マン

ガン、亜鉛、銅、カルシウ

ム、マグネシウム）及び、

少なくとも24の優先度の

高い農薬の有効成分のう

ちの60％を分析するため

のマニュアルが作成され

る。 

（化学肥料分析分野）：すべての必要なマニュ

アルが整備された。 

（農薬成分分析分野）：32の有効成分分析に係

るマニュアルが整備された。 

 2-5 ラボの機材の使用及

び維持管理のためのマニ

ュアルが作成される。 

（化学肥料分析分野）：主要機材に関するマニ

ュアルが整備された。 

（農薬成分分析分野）：主要機材に関するマニ

ュアルが整備された。 

 2-6 登録小売店からイン

スペクターによって採取

したサンプルの分析レポ

ートが作成される（その

後、関係者の間で共有され

る）。 

サンプルはプロジェクトにより購入されラボ

で分析され、関係者に共有されたが、インス

ペクターが採取する行政枠組みが整っていな

かったため、採取されていない。 

【成果2の全体達成状況】 

成果2の指標はすべて達成されている。 

プロジェクト要約 指標 達成状況 

3. 化学肥料及び農薬

の登録及び登録後業

務基準の規則初稿の

策定が促進される。 

3-1 化学肥料及び農薬の

登録及び登録後業務のた

めの業務基準に関係した

政策の選択肢が提供され

る。 

3回の技術交換研修及びプロジェクトの側面

支援により、2011年12月に農薬肥料管理法が

制定された。同法の実施のためにDALは3年間

で25の規則を制定することにしているが、プ

ロジェクトによりそのうちの2つに該当する

化学肥料及び農薬管理に関する手続き及び業

務基準の手続き案が作成された。今後Prakas

として最終化される予定である。 

【成果3の全体達成状況】 

成果3の指標はすべて達成されている。 
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プロジェクト要約 指標 達成状況 

4. 化学肥料及び農薬

の適切な使用と品質

に関する意識が向上

する。 

4-1 一般の意識向上活動の

ために、パンフレット、ポ

スター及び視聴覚メディ

アのそれぞれのタイプで、

少なくとも1つずつの道具

を作成し、普及させる。 

2003年にMAFFにより作成された農薬リスト

はクメール語から英語に翻訳されて小売店に

配布された。農薬・肥料に関するポスターが2

種作成され対象州等に配布された。農薬適正

管理に関するスポット番組コンテンツを作成

し放映した。 

4-2 パイロット地域のす

べての登録小売店に、農薬

の選択と使用のためのク

メール語ラベルと参考資

料が配布される。 

禁止農薬に関するポケットガイド（英語、ク

メール語）及び病虫害管理ガイドブックを作

成し、登録小売店に配布した。なお、特定の

商品を対象とした病虫害管理ガイドブック

は、特定商品を含める是非について協議に時

間を要したため、終了時評価時点では配布さ

れていないが、プロジェクト終了時までに配

布される予定である。 

4-3 パイロット地域のす

べての登録小売店に、化学

肥料の選択と使用のため

の参考資料が配布される。

化学肥料の適切な選択に関するポスターが作

成、配布された。 

【成果4の全体達成状況】 

成果4の指標はすべて達成されている。 

前提条件達成状況 

1.ラボの運営にかか

わる人材に大幅な変

更がない。 

 

ラボスタッフはDALが4名、GDAが19名として定められており、その人数

に大きな変更はなかった。 

2. 既存の機材・設備

が適切に機能する。 

事前評価段階では、既存の機材・設備（ADBにより納入された機器を含

む）をプロジェクト開始前にカンボジア側が機能させるよう合意がなさ

れた。しかし、既存設備の更新のためには第三国から技師を呼び寄せ更

新をする必要があることが判明するなど、主として予算面においてカン

ボジア側は本前提条件を満たすことができなかった。ただし、前提条件

未達成はプロジェクト実施上の根幹にかかわることであることから、プ

ロジェクト開始後に主にフィリピン人専門家の指導により、機材開梱や

初期化、また不足機材の確認及びその調達・据え付けなど、プロジェク

ト開始後に前提条件達成のための対応が行われた。 

 

３－２－４ 活動実績一覧表 

【成果1】 

プロジェクトのためのベース

ライン・データが蓄積される。 

PDMに沿った活動の現状 

1-1 選定基準に基づき、パイロ

ット地域を選定する。 

（完了） 

・2009年6月に、C/P機関スタッフとともに、プロジェクトのパイ

ロットサイト選定に係る準備会合を重ねた結果、カンダール州の

2郡（キエンスバイ郡及びコットム郡）とすることで合意された。
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1-2 質問票を作成する。 （完了） 

・2009年6月に、C/P機関スタッフとともに、ベースライン調査

のための2つの質問票（販売店用及び使用者用）（英語及びクメ

ール語）が作成された。 

1-3 取り扱い業者を対象とした

聞き取り調査を行う。 

（完了） 

・2009年7月にパイロットサイトにおいて、33の農業資材販売

店及び272人の農民を対象にインタビュー調査が行われた。 

1-4 ベースライン・データに関

する報告書を作成する。 

（完了） 

・2009年12月にベースライン調査報告書を作成された。 

【成果2】 

化学肥料及び農薬の分析に関

するラボの能力が向上する。 

PDMに沿った活動の現状 

2-1 化学肥料及び農薬分析ラボ

をセットアップする。 

（完了） 

・2009年7月及び12月、2010年8月にそれぞれ分析機材の調達（総

額24万2,593USドル）を行い、フィリピン人専門家により適切

に設置された。 

2-2 化学肥料及び農薬分析技術

に関し、ラボスタッフのオンザ

ジョブ・トレーニング（OJT）/

フィリピンにおける第三国研

修を実施する。 

（完了） 

・プロジェクト期間中、以下のOJTが実施された。 

・第1回OJT（化学肥料分析及び農薬分析分野）：2009年8月2日

～12月24日。 

・第2回OJT（化学肥料分析及び農薬分析分野）：2010年2月14

日～7月14日。 

・第3回OJT（化学肥料分析及び農薬分析分野）：2010年11月7

日～2011年3月7日。 

・第4回OJT（化学肥料分析及び農薬分析分野）：化学肥料分析

に関するOJTが2011年7月4日～10月28日まで、農薬分析に関す

るOJTが2011年7月4日～9月23日までの期間行われた。 

2-3 パイロット地域で収集され

た化学肥料及び農薬のサンプ

ルに関する品質を分析する。 

（完了） 

・中間レビュー調査の結果を受けて、2010年5月以降定期的に

パイロット地域において化学肥料及び農薬サンプルを購入し

て、分析のうえ、その結果がプロジェクト関係者で共有された。

2-4 マニュアルを作成する。 

1）化学肥料の分析（NPK及びそ

の他の微量要素） 

2）農薬の分析（優先度の高い

幾つかの有効成分） 

3）ラボの機材の使用及び維持

管理） 

（完了） 

・化学肥料及び農薬分析に関する以下のマニュアルが完成し

た。 

（化学肥料分析）： 

・肥料分析マニュアル（クメール語及び英語） 

・分析方法の有効化マニュアル（英語） 

・分析機材の使用マニュアル（クメール語及び英語） 

・肥料の品質管理マニュアル（英語） 

・トレーニングマニュアル（英語） 

（農薬分析）： 

・農薬成分分析マニュアル（クメール語及び英語） 

・農薬成分分析手順マニュアル（クメール語及び英語） 

・分析機器の維持管理ガイド（英語） 

・農薬成分分析室管理マニュアル（英語） 
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【成果3】 

化学肥料及び農薬の登録及び

登録後業務基準の規則初稿の

策定が促進される。 

PDMに沿った活動の現状 

3-1 化学肥料及び農薬に関する

現在の行政業務書類と規則の

レビューを行う。 

（完了） 

・2009年10月15日～12月15日の間、フィリピン人専門家が派遣

され、現在の化学肥料及び農薬に関する行政業務書類と規則の

レビューが行われた。 

3-2 化学肥料及び農薬の登録及

び登録後業務基準に関する規

則について、関係するMAFF部

局及びその他重要な関係者と

の意見交換を行う。 

（完了） 

・2010年7月14日にDAL主催による「農薬と農業資材法案」（そ

の後「農薬肥料管理法案」に名称が変更）にかかわる関係機関

との意見交換会議が行われた。その会議を受けて、同法案に関

するコメントをプロジェクト関係者からも取り付けてまとめ

て送付された。 

3-3 他ドナーを含む関係機関と

協力して、新たな規則のために

提言を行う。 

（完了） 

・これまでにFPAにおけるTIEPを以下のとおり計3回実施するこ

とにより、化学肥料と農薬の登録及び登録後業務基準に関する

技術支援が行われている。 

・第1回TIEP（期間：2010年6月6～10日。主な内容：化学肥料

及び農薬の登録と登録後に係る法的枠組みと管理業務） 

・第2回TIEP（期間：2010年9月19～25日。主な内容：化学肥料

の登録と登録後に係る法的枠組みと管理業務。関係機関との連

携作業） 

・第3回TIEP（期間：2010年9月19～25日。主な内容：農薬の登

録と登録後に係る法的枠組みと管理業務。関係機関との連携作

業） 

【成果4】 

化学肥料及び農薬の適切な使

用と品質に関する意識が向上

する。 

PDMに沿った活動の現状 

4-1 パンフレット、ポスター及

び視聴覚メディアなどの意識

向上のための道具を作成する。 

（完了） 

・これまでに啓発活動のための以下の教材が作成された（作成

時期）。 

・禁止農薬ポスター（クメール語と英語）（2010年7～8月）。 

・禁止・制限農薬リスト（クメール語）（2010年8月）。 

・稲の害虫（トビイロウンカ）の適切な対処法に関するポスタ

ー（クメール語版と英語版）（2010年8～9月）。 

・FPAより提供された「適切な農薬管理」に係るビデオ番組の

吹き替え版（クメール語と英語）（2011年1～2月）。 

・2011年4月に実施した「禁止農薬撲滅全国キャンペーン」の

ためのテレビスポット広告とテレビトークショー番組（クメー

ル語と英語字幕付き）（2011年1～4月）。 

・肥料農薬法及び認可済み農業資材販売店における農業資材の

購入を広報するための新たなテレビスポット広告（クメール語

と英語字幕付き）（2011年11月）。 
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4-2 化学肥料と農薬の適切な選

択と使用に関する、登録小売店

のための道具を作成する。 

（プロジェクト終了時までに完了予定） 

・これまでに化学肥料と農薬の適切な選択と使用に関する、登

録小売店のための以下の教材を作成された（作成時期）。 

・禁止・制限農薬ポケットガイド（2010年10～11月）。 

・病虫害管理ガイドブック（クメール語と英語）（2010年11月

～2011年11月）。 

・病虫害管理ガイドブックパート2（クメール語）（2011年9月

～現在）。 

・禁止・制限農薬リスト（クメール語と英語）（2011年5月～現

在）。 

4-3 一般のための意識向上活動

を実施する。 

（完了） 

・これまでに以下の一般のための意識向上活動が実施された。

・MAFF主催の「農業普及教材に係る展示会」への参加。（2011

年2月23～24日） 

・「禁止農薬撲滅全国キャンペーン」（2011年4月25日～5月1日）

・「禁止農薬撲滅全国キャンペーン」のためのテレビスポット

広告とテレビトークショー番組の全国放映。（2011年4月25日～

5月1日） 

・肥料農薬法及び認可済み農業資材販売店における農業資材の

購入を広報するための新たなテレビスポット広告の全国放映。

（2011年12月3～18日） 

4-4 小売店のための意識向上活

動を実施する。〔この活動には、

4-2において作成された道具の

共有を通じての国連食糧農業

機 関 （ Food and Agriculture 

Organization of the United 

Nations：FAO）との協力を含む〕 

（プロジェクト終了時までに完了予定） 

・パイロット地域にある小売店のために、これまでに以下の内

容に関する意識向上活動が実施された。 

・禁止農薬の販売と購入の禁止。（2010年8月18～25日） 

・稲の害虫（トビイロウンカ）の適切な対処法。（2010年9月29

日～10月6日） 

・禁止農薬の販売と購入の禁止。（2011年1月18～31日） 

・禁止農薬の撲滅。（2011年4月25日～5月1日、カンボジア全国）

・適切な化学肥料の選択と使用。（2011年6月10～30日） 

・稲とハクサイに関する病虫害の同定及び適切な農薬（有効成

分）の選択。（2011年8月30日～9月9日） 

・稲とハクサイに関する病虫害の同定及び適切な農薬製品の選

択と使用。（プロジェクト終了時までに完了予定） 

 

３－３ プロジェクト実施プロセスにおける特記事項 

 （1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改訂 

2010年4月に実施された中間レビュー調査団において、プロジェクトは全体的に進捗してい

るものの、プロジェクト開始後に明らかになった各種状況に対応するため、PDMの改訂が必

要と判断された。主なPDMの改訂点は以下のとおり。 
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1）スーパーゴール 

PDM第1版 2009年1月30日 PDM第2版 2010年4月30日 

国内消費用の食料の安全性が向上し、農産物

の海外への輸出が促進される。 

削除。 

指標： 

食用農産物が安全であり、高品質が確保され

ている。 

削除。 

（改訂理由） 

衛生植物検疫（Sanitary and Phytosanitary：SPS）の課題に対して、本プロジェクトは直接

的に貢献する活動を行っていないため、スーパーゴールを削除することが妥当である。 

 

2）上位目標 

PDM第1版 2009年1月30日 PDM第2版 2010年4月30日 

国内市場に流通している化学肥料及び農薬の

品質が向上し、農民がこれら化学薬品を適切

に使用するようになる。 

カンダール州とその近隣州において、化学肥

料及び農薬の適切な使用と品質管理が促進さ

れる。 

指標： 

1. カンボジア国内に流通している化学肥料

のうち、登録されているものの割り合いが年

間X％増加する。 

2. カンボジア国内に流通している農薬のう

ち、登録されているものの割り合いが年間

X％増加する。 

3. カンボジア国内に流通している化学肥料

及び農薬のうち、クメール語表記のラベルが

添付されているものの割り合いが増加する。

4. 登録業務及びそれにかかわる手数料から

の収入が増加する。 

指標： 

1. クメール語ラベルが添付された、登録され

ている化学肥料と農薬の流通が増加する。 

2. 小売店が禁止された農薬を販売していな

い。 

（改訂理由）： 

ベースライン調査結果により、「パイロット地域には、現在極めて多くの違法かつ低品質

の農業資材が流通しており、政府に登録された農業資材は非常に少ないこと」が判明した。

その結果、本プロジェクトが残りの期間に優先的に対応するべき課題は、PDM第1版のプロ

ジェクト目標の指標にあった「登録されているものの割り合い」を増加させることではな

く、現在流通している農業資材のなかから小売店及び農民が適切な商品を選択し、適切に

使用する方法等の普及にあると判断された。 

また、パイロット地域に流通している商品のほとんどは、クメール語にて記載されたラ

ベルが添付されていないため、その誤使用が、使用者による健康被害、低い農業生産性、

環境悪化をもたらしているため、何らかの早急な対応が求められていると判断された。 

以上の理由により、中間レビュー調査団はプロジェクト目標を変更することが妥当であ

るという結論に至った。 
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3）プロジェクト目標 

PDM第1版 2009年1月30日 PDM第2版 2010年4月30日 

化学肥料及び農薬の品質管理メカニズムが強

化される。 

パイロット地域において、化学肥料及び農薬

の適切な使用と品質管理が促進される。 

指標： 

1. パイロット地域内に流通している化学肥

料のうち、登録されているものの割り合いが

年間X％増加する。 

2. パイロット地域内に流通している農薬の

うち、登録されているものの割り合いが年間

X％増加する。 

3. インスペクションの過程で実施される分

析業務の件数が増加する。 

4. パイロット地域内に流通している化学肥料

及び農薬のうち、クメール語表記のラベルが

添付されているものの割り合いが増加する。

指標： 

1. 化学肥料と農薬の適切な選択と使用を確

保するため、パイロット地域の登録小売店の3

分の2が、プロジェクトによって提供された下

記の道具を販売に使用する。 

（1）農薬のクメール語ラベル 

（2）化学肥料と農薬の適切な選択と使用のた

めの参考資料 

2. パイロット地域で、禁止された農薬を売っ

ていない登録小売店の数が倍増する。 

（改訂理由） 

上記の上位目標の修正と同様の理由による。 

 

4）アウトプット2 

PDM第1版 2009年1月30日 PDM第2版 2010年4月30日 

指標： 

2-1 必要な機材・設備がすべて適切に設置さ

れている。 

2-2 実験室スタッフのX人がNPK及びその他

微量要素を分析できる。 

2-3 実験室スタッフのX人が優先度の高い幾

つかの成分を分析できる。 

指標： 

2-1 ラボの機材・設備が適切に設置され、機

能している。 

2-2 DAL及びGDAにおける肥料のためのラボ

が、NPK及びその他微量要素（鉄、マンガン、

亜鉛、銅、カルシウム、マグネシウム）を分

析できる。 

2-3 農薬のためのラボが24の優先度の高い有

効成分のうち、少なくとも60％を分析するこ

とができる。 

2-4 化学肥料のNPK及びその他微量要素（鉄、

マンガン、亜鉛、銅、カルシウム、マグネシ

ウム）及び、少なくとも24の優先度の高い農

薬の有効成分のうちの60％を分析するための

マニュアルが作成される。 

2-5 ラボの機材の使用及び維持管理のための

マニュアルが作成される。 

2-6 登録小売店からインスペクターによって

採取したサンプルの分析レポートが作成され

る（その後、関係者の間で共有される）。 

（改訂理由） 

ラボスタッフ個人ではなく、ラボ全体としての能力向上を図ることが必要とされ指標が

改められた。また、ラボの業務とパイロット地域における活動とを連携させるための活動
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と指標（2-6）も新たに追加された。さらに、優先的に分析する必要がある微量要素等を明

確にした。 

（改訂版の活動） 

2-1 化学肥料及び農薬分析ラボをセットアップする。 

2-2 化学肥料及び農薬分析技術に関し、ラボスタッフのOJT/フィリピンにおける第三国研修

を実施する。 

2-3 マニュアルを作成する。 

1）化学肥料の分析（NPK及びその他の微量要素） 

2）農薬の分析（優先度の高い幾つかの有効成分） 

3）ラボの機材の使用及び維持管理 

 

5）アウトプット3、4及び5 

PDM第1版 2009年1月30日 PDM第2版 2010年4月30日 

アウトプット3 

化学肥料及び農薬の品質基準がMAFFの認可を受

け、普及される。 

アウトプット3 

化学肥料及び農薬の登録及び登録後業務基

準の規則初稿の策定が促進される。 

アウトプット4 

登録及び認可に関する行政業務能力が向上する。

アウトプット5 

パイロット地域において、登録後業務に関する能

力が向上する。 

指標： 

3-1 化学肥料及び農薬の品質基準が、プロジェク

ト中間時点にはMAFFに認可される。 

3-2 プロジェクト終了時までに、化学肥料及び農

薬の品質基準につき、パイロット地域のPDAの農

業室、農業法規室及び取り扱い業者に普及されて

いる。 

4-1 手数料徴収に関する規則が正式に採用され

る。 

4-2 登録及び認可に関する行政業務手続きが簡素

化される。 

5-1 インスペクターが、パイロット地域において

インスペクション業務を実施できる。 

5-2 インスペクターが、マニュアルに沿ってサン

プル採取を実施できる。 

5-3 登録後業務に関する行政業務手続きが簡素化

される。 

指標： 

3-1 化学肥料及び農薬の登録及び登録後業

務のための業務基準に関係した政策の選択

肢が提供される。 

 

（注）「業務基準」とは「化学肥料及び農薬

の登録及び登録後業務のための、技術標準及

び行政手続きに必要なすべての要件」と定義

する。 

（改訂理由） 

短期専門家による提言やベースライン調査結果等に基づき、アウトプット3～5の内容を

整理したうえでより明確かつ簡潔な表現とした。また、FAO等の他ドナーとの連携により活

動を推進することが有効であるため、新たな活動として加えた。 
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（改訂版の活動） 

3-1 化学肥料及び農薬に関する現在の行政業務書類と規則のレビューを行う。 

3-2 化学肥料及び農薬の登録及び登録後業務基準に関する規則について、関係するMAFF部

局及びその他重要な関係者との意見交換を行う。 

3-3 他ドナーを含む関係機関と協力して、新たな規則のために提言を行う。 

 

6）アウトプット6 

PDM第1版 2009年1月30日 PDM第2版 2010年4月30日 

アウトプット6 

パイロット地域において、化学肥料及び農薬の品

質と適切な使用法に関する意識が向上する。 

アウトプット4 

化学肥料及び農薬の適切な使用と品質に関

する意識が向上する。 

指標： 

6-1 パイロット地域において、特定の市場に流通

しているもののうち、登録されている化学肥料及

び農薬が増える。 

6-2 パイロット地域において、登録されている化

学肥料や農薬を使う農民が増える。 

指標： 

4-1 一般の意識向上活動のために、パンフレ

ット、ポスター及び視聴覚メディアのそれぞ

れのタイプで、少なくとも1つずつの道具を

作成し、普及させる。 

4-2 パイロット地域のすべての登録小売店

に、農薬の選択と使用のためのクメール語ラ

ベルと参考資料が配布される。 

4-3 パイロット地域のすべての登録小売店

に、化学肥料の選択と使用のための参考資料

が配布される。 

（改訂理由） 

意識向上活動はパイロット地域のみならず、より幅広い関係者に対しても行うべきであ

り、また、プロジェクト残り期間においては登録数増加をめざすことは現実的でないため、

表現を修正した。 

（改訂版の活動） 

4-1 パンフレット、ポスター及び視聴覚メディアなどの意識向上のための道具を作成する。 

4-2 化学肥料と農薬の適切な選択と使用に関する、登録小売店のための道具を作成する。 

4-3 一般のための意識向上活動を実施する。 

4-4 小売店のための意識向上活動を実施する（この活動には、4-2において作成された道具

の共有を通じてのFAOとの協力を含む）。 

 

 （2）プロジェクト・マネジメント 

本プロジェクトでは、プロジェクト事務所が日本人専門家及びプロジェクト・アシスタン

トのみが勤務する形となっており、C/Pと同じ部屋で勤務する状況とはなっていない。日常の

連携を高めるために、プロジェクトではワーキンググループを構成し、月間の進捗管理を行

うよう改善を図ったものの、日常的なオフィスコミュニケーションの欠如は、C/Pのオーナー

シップの醸成への阻害要因として働いた。 

 

 （3）第三国専門家の活用 

本プロジェクトでは成果のひとつであるラボに関し、第三国専門家が当該成果達成に大き
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く寄与したものである。第三国専門家の活用は、プロジェクト実施者側にとっては事業費を

低減させることが可能となり、C/Pまたは受益者にとってはより身近に技術を吸収しやすい素

地をつくり出すことにつながった。 

 

 （4）官民連携 

本プロジェクトでは、病虫害管理ガイドブックパート2の作成やCAMTA設立支援など民間

業者との連携を深めた。プロジェクト実施により、政府と民間業者が対話するチャネルを確

立したことは特筆すべきに値することである。 
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第４章 5項目評価 
 

４－１ 妥当性 

妥当性は高いと評価される。 

 

 （1）カンボジアの国家開発政策との整合性 

カンボジアの開発目標は貧困削減と経済成長の実現である。この目的を達成するため、農

業セクターを含む開発計画として以下の計画が策定されている。 

- 国家戦略開発計画（National Strategic Development Plan：NSDP）Update（2009～2013年） 

- 農業と水戦略（Strategy for Agriculture and Water：SAW）（2006～2010年） 

- コメ生産輸出促進に係る政策書簡〔コメ政策Policy Paper on Promotion of Paddy Production and 

Rice Export：Rice Policy）〕（2010～2015年） 

NSDPでは農業セクターの発展を主要な政策として定めており、SAWでは農業生産性向上、

農産品の多様化、水資源開発及び管理を目標としている。また、Rice Policyでは2015年までに

100万tのコメを輸出すること等を目標としている。これらの政策を実現するためには、化学肥

料、農薬、飼料等の農業資材の品質の改善は不可欠であり、本プロジェクトは、カンボジア

農業セクターの開発のために、化学肥料及び農薬の適正管理を目的としたものであり、カン

ボジア開発政策に合致するものである。 

 

 （2）ターゲットグループのニーズに対する妥当性 

化学肥料及び農薬は農業生産性向上のための主要なインプットである一方、マーケットで

販売されている化学肥料及び農薬には偽物等が含まれる品質が低い状況であった。また、そ

れら製品にはクメール語ラベルがなく、外国語表記となっているため、農民は使用方法を理

解できないでいる。2009年7月にプロジェクトにより実施されたベースライン調査においても、

パイロット地域の2郡においてほとんどすべての農薬が登録されておらず、また外国語表記の

ラベルとなっていることが確認されている。このような状況を改善するため、プロジェクト

では販売店及び農民の意識啓発を図ってきていることから、ターゲットグループのニーズを

十分満たしているものである。 

 

 （3）わが国の援助政策との整合性 

わが国の対カンボジア国別援助計画においては、「持続的な経済成長と安定した社会の実

現」という重点分野の援助方針として「農業・農村開発と農業生産性向上」が挙げられてお

り、農村人口の約40％が貧困状態にあることからも、農業・農村開発は貧困削減の観点から

も重要な協力分野と位置づけられている。 

同様に、JICAはカンボジア国別事業実施計画において、「農業・農村開発」はカンボジアの

経済基盤の強化に向けた主要な開発課題のひとつとして挙げており、同課題への対応として、

「水資源・灌漑開発管理プログラム」及び「農業普及・流通改善プログラム」の2つが設定さ

れていることから、本プロジェクトは「農業普及・流通改善プログラム」に位置づけられて

いることから妥当性は高いと判断できる。 
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 （4）日本及びフィリピンの技術の優位性 

JICAではこれまで「農産物残留農薬検査体制・能力強化支援プロジェクト（エチオピア）」

「北部タイ省農薬適正技術計画プロジェクト（タイ）」「農薬モニタリング体制改善計画（フ

ィリピン）」など、農業資材関係のプロジェクトを実施しきており、その知見が蓄積されてい

る。また、フィリピンではJICAの支援を受けたあとも、自国内で同分野の発展を遂げてきて

いる。本プロジェクトには、フィリピンでJICAプロジェクトにより技術移転を受けた専門家

が派遣されていることに加え、技術交換研修でフィリピンの当該分野発展過程における経験

をカンボジアC/Pが学ぶ機会もつくられた。これらより、日本及びフィリピンの技術及び経験

が適切にカンボジアに移転されたと考えられる。 

 

４－２ 有効性 

有効性は高いと評価される。 

 

 （1）プロジェクト目標の達成度 

本プロジェクトのプロジェクト目標「パイロット地域において、化学肥料及び農薬の適切

な使用と品質管理が促進される」の成果指標は、「1. 化学肥料と農薬の適切な選択と使用を確

保するため、パイロット地域の登録小売店の3分の2が、プロジェクトによって提供された下

記の道具〔（1）農薬のクメール語ラベル、（2）化学肥料と農薬の適切な選択と使用のための

参考資料〕を販売に使用する」「2. パイロット地域で、禁止された農薬を売っていない登録小

売店の数が倍増する」の2点である。 

指標1（1）の「農薬のクメール語ラベル」については、一般商品である農薬ラベルは一般

企業が責任をもって貼り付けるべきであり、JICA及びMAFFが直接介入すべきでない点がプロ

ジェクト関係者間で合意されており、クメール語の農薬ラベル普及の推進またはクメール人

がどのように適正な農薬使用に係る判断ができるように変化させることができたかが本指標

の評価対象となると終了時評価調査チームで判断した。プロジェクトではパイロット地域の

主要作物であるコメ及びチャイニーズキャベッジに関する病気の種類、それに有効な農薬成

分、当該農薬成分が含まれている認可農薬を示した病虫害管理ガイドブックを作成しており、

パイロット地域の全小売店に配布・活用されている。また、指標1（2）の「化学肥料と農薬

の適切な選択と使用のための参考資料」については、プロジェクトでは計5種のパンフレット、

ポスター、ガイドブック類を作成しており、プロジェクトによりインパクト調査によりパイ

ロット地域の全小売店で活用されていることが確認されている。 

指標2については、2010年8月時点では67店舗中14店舗が販売していないという状況であっ

たのに対し、2011年12月の段階では67店舗のうち43店舗が禁止農薬の販売を行っておらず、

禁止農薬を売っていない登録小売店は3.07倍となった。以上より、プロジェクト目標は達成さ

れたと判断できる。 

 

 （2）プロジェクト目標達成における貢献・阻害要因 

化学肥料及び農薬の適切な使用及び管理のためには、ラボの分析技術の向上、登録及び登

録後の行政手続きの改善、更に意識啓発が必要である。化学肥料及び農薬の適切な使用及び

管理という性質から、本プロジェクトで設定したプロジェクト目標とアウトプットの論理関
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係は極めて有効であった。 

また、プロジェクト目標達成のための貢献要因としては以下の内容が挙げられる。 

- 適材適所な人材配置（日本人及びフィリピン人専門家の配置、C/Pの配置） 

- 現在の問題に応じた適切な計画策定 

- 啓発活動用資料の作成と普及戦略 

 

４－３ 効率性 

投入は成果に比して極めて効率的であったと評価される。 

 

 （1）アウトプットの達成度 

PDMで設定されている4つの成果（Output）に対応して合計13の客観的指標（Indicator）に

ついては達成されている。 

 

 （2）アウトプット達成のための適切な投入 

プロジェクト実施のための専門家間での業務分担は、アウトプット1及び4を日本人長期専

門家（2名）が、アウトプット2をフィリピン人専門家（7名）が、アウトプット3を日本人短

期専門家（1名）が担ったというものである。特に、フィリピン人専門家の活用は、農薬及び

肥料の適切利用に係る開発経験や語学の面で技術の浸透率が非常に高かったことに加え、コ

ストの低減にもつながっている。また、アウトプット達成のうえで、ラボにおけるOJT及びフ

ィリピンへの技術交換研修が大きな効果をもたらしたと評価される。 

 

 （3）カウンターパート（C/P）の配置と前提条件の達成 

適切な技術及び経験をもったC/Pが基本的には適時適切に配置されたが、ラボの技術者につ

いては十分な学術的専門性をもったC/Pがそれほど配置されなかった。しかしながら、プロジ

ェクト実施期間中にC/Pの異動がほとんどなく、技術移転は適切に行われたものと判断できる。 

PDMに示される前提条件のひとつに、「既存の機材・設備が適切に機能する」が定められて

いるが、国内の技術者の不在及び財政的な不足によりカンボジア側により本前提条件は達成

されなかった。よって、日本側が追加的な支援をすることにより当前提条件を達成すること

となった。 

 

 （4）他ドナー等との連携 

中間レビュー時のPDMの改訂及びその後の活動において、FAOと協議をしながらプロジェ

クト運営方針を検討している。また、「禁止・制限農薬ポケットブック」はFAO専門家の提案

により作成方針を決めており、「病虫害管理ガイドブック」についても同専門家にコメントを

得ながら作成しており、効果的な連携が図られている。 

 

４－４ インパクト 

強い正のインパクトが発現したと評価される。 

 

本プロジェクト実施により、適切な化学肥料及び農薬の使用と管理に関して、以下の点で直
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接的なインパクトが発現した。 

1）化学肥料及び農薬の適切な使用に関して、登録小売店が顧客に対して適切な指導ができるよ

うになった。 

2）登録小売店により販売されていた禁止農薬の数が著しく減少した。 

3）プロジェクトにより作成された啓発活動の資料が他のNGOsやドナー〔VVOB（ベルギー）、

World Vision、CARITAS、FAO、GIZ/REDP〕によって活用された。さらに、禁止農薬ポスタ

ー及び禁止・制限農薬ポケットブックが24州に配布された。 

以上より、特に啓発活動において強いインパクトが生じたと考えられる。また、間接的なイ

ンパクトは以下のとおりである。 

1）農民へのインパクト：インタビューを受けた多くの登録小売店において、化学肥料及び農薬

の使用に関し、使用方法や使用頻度の観点で農民の習慣が変化したことが確認された。その

一方で、農民の一部では、禁止農薬の即効性からいまだに禁止農薬を好んで使う嗜好がある

ことも確認された。 

2）小売店へのインパクト：プロジェクトにより提供された資料により化学肥料及び農薬に関す

る知識が向上した小売店の数が増加したことが確認された。 

3）CAMTA：フィリピンへの技術交換研修での経験に基づき、MAFFは政府と民間企業との対話

のチャネルをCAMTAを通じて導入することとなった。 

4）農薬肥料管理法：フィリピンへの技術交換研修での経験に基づき、MAFF及びプロジェクト

からのインプットに基づき、法律が制定された。 

 

４－５ 自立発展性 

自立発展性は中程度と評価される。 

 

（1）国家開発政策との整合性 

カンボジア政府は農業セクターを中心とした貧困削減に係る政策を優先しており、今後も

同政策は継続すると見込まれる。また、2012年1月に施行された農薬肥料管理法の関係では、

法律の実行性を高めるため25の規程を定める予定であり、これにより国家として農薬及び肥

料の適切な使用と管理について実行性が高まる見込みである。 

 

（2）ラボの持続性 

プロジェクト実施前はGDA及びDALの農薬及び肥料ラボはセットアップされていなかった

が、プロジェクトにより、ラボスタッフの技術向上も含め、これらが適切に立ち上げられ運

用されている。しかしながら、GDA・DALのラボすべてにおいて、ラボの運営計画、質の高

いスタッフの確保、また運営費において課題が多い状況である。各ラボにおける持続性につ

いて、ラボごとに異なることから、以下個別に記載する。 

1）肥料ラボ（DAL） 

DALスタッフは規制監督分野で雇用され勤務してきている。現在の分析業務は本来の規

制監督業務に付加した業務となっており、業務負荷が増大しているものと思料される。ま

た、技術的なバックグラウンドを有しているスタッフもGDAに比して少なく、このような

状況のなかで行うラボでの分析業務は効果及び効率性の観点から改善されるべき事象であ
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る。 

2）肥料ラボ（GDA） 

GDAにおける肥料ラボは、比較的長いラボの経験をもつ複数のスタッフを有しており適

切なラボの運営が期待できるが、AAS等の微量元素を分析するための機器が不足している

（AASはDAL肥料ラボにあり）。また、GDAの肥料ラボは国立農業研究所（National 

Agriculture Laboratory：NAL）の一部として指定されている。さらに、GDAはラボスタッフ

のキャパシティを向上させるためのプログラムを有している。 

3）農薬ラボ（GDA） 

農薬ラボでは成分分析が可能になったが、内部的な行政手続きが整備されておらず、分

析自体が実施されていない。農薬ラボにおいても、ラボスタッフのキャパシティを向上さ

せるためのプログラムを有している。 

 

（3）登録及び登録後業務の持続性 

適切な農薬及び肥料の管理のためには、登録業務、検査、啓発活動が調和よく連携しあう

ことが不可欠である。プロジェクト開始前には非常に多くの違法製品が市場に溢れており、

これらは民間業者が製品を登録する意欲を削いでいた状況である。しかし、農薬肥料管理法

の施行によって、適切な管理のための体制が整えられたことは特筆に値する。しかし、この

法律を実行していくためには、以下のような中長期の戦略及び実行が必要である。 

1）規程の策定：法律施工後、MAFFは25の規程を策定する計画である。MAFFでは既にこれら

規程を策定するためにワーキンググループを設立しているものの、本調査団に対しDALは

これらを実行するために、①農薬及び肥料のデータベース作成、また②登録プロセスの改

善に係る技術支援を要望している。 

2）登録の数の増加：農家及び小売店への調査において、農薬及び肥料の登録に対する高いニ

ーズが確認された。MAFFはこれらすべての製品を再登録する必要がある。 

3）検査：現在、検査業務はFAOで支援しているカンダール州での限られたエリアにおいての

み実施されている。限られた法的権限及び検査官の能力を考慮するとこれらの検査制度の

改善が必要である。 

4）啓発活動：以下で記載のとおり。 

 

（4）啓発活動の持続性 

多くの有用な資料がプロジェクトにより作成され、配布されてきており、非常に大きなイ

ンパクトを与えている。MAFFでは現在のところこれらの普及戦略を策定していない。 

 

４－６ 評価5項目による評価の結論 

本プロジェクトは、カンボジア及び日本の政策に合致しており、ターゲットとなる小売店及び

農民のニーズを的確に反映しており妥当性は高い。プロジェクトでは第三国専門家（フィリピン）

を活用することにより、事業コストの低減と技術普及の浸透率を高めており、4つの成果の達成及

びそれに基づくプロジェクト目標の達成がなされた。したがって、有効性は高いと評価され、効

率性は主として第三国専門家の活用という点から非常に高いと評価される。さらに、インパクト

については、ガイドブック及びCAMTAによる官民連携の実現、第三国専門家及び研修を通じた南
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南協力の推進、農薬肥料管理法制定への側面支援など、強い正のインパクトが発現したものと評

価できる。上位目標の達成のためには種々の条件を達成していく必要があるものの、農薬肥料管

理法の制定が条件達成を支援するものであると評価されることから、自立発展性は中程度と評価

できる。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

上記の分析に基づき、「ラボ業務」「農薬及び肥料の登録・検査」「政府及び民間セクター間のネ

ットワーク」「啓発活動の継続及び促進」について以下のとおり提言する。 

 

５－１－１ ラボ業務 

1）DALの肥料ラボは以下の理由からNALに統合されるべきである。 

● 運営費及び人的資源の有効活用するため 

● DALを登録と検査業務により特化させるため 

● AAS等の限られたラボの機材及び消耗品を最大限活用するため 

 

2）統合されたラボは以下の理由から半官半民の組織（Public EnterpriseまたはSpecial Operating 

Agency）に移管させるべきである。 

● 政府保有のラボでは登録及び検査費用を国庫返納せざるを得ない。運営費を捻出する

ためには、登録及び検査費用を回転資金として活用することが重要であり、そのため

には半官半民の組織に移管する必要がある 

● 給料や福利厚生等を改善することによるラボスタッフへのインセンティブが与えられ

るようにするため 

● スタッフ管理を柔軟に行うため 

● 分析結果の信頼性を強化するため 

 

これらを達成するために、MAFFは①ラボの運営計画の策定、②MAFF大臣からの強いコ

ミットメントの確保、③半官半民組織になるための法的手続きを取ることが必要である。

この実行のためには、鉱工業エネルギー省のラボや保健省のラボ、またはフィリピン農業

省（Department of Agriculture：DA）のラボの経験が有用であることから、これらから情報

収集を行い、計画をまとめる必要がある。 

 

3）統合されたラボは以下の方法を通じて能力を高めるべきである。 

● 「Chemical Society of Cambodia」等の既存国内ネットワークを活用した技術改善及び技

術情報交換 

● 2015年ASEAN統合を見越したASEANとの連携強化 

● 国際純正・応用化学連合（IUPAC）等への参加 

 

4）統合されたラボは成分分析及びパターン分析を継続すべきである。 

 

５－１－２ 農薬及び肥料の登録・検査 

適切な農薬及び肥料の管理のためには、登録、検査、マーケティングの連携が不可欠である。

これに基づき、MAFFは以下のアクションを取るべきである。 
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（1）登録業務 

1）既存の技術情報を用いた安全性評価の導入 

2）農薬肥料管理法実施のための3年計画にある25の基準の策定 

3）猶予期間の導入も含む農薬及び肥料の再登録の実施 

4）登録した製品のデータベース（MAFF内部向け及び外部公開）の構築及びその更新 

5）再登録プロセスに合わせた農薬リストの更新 

6）中長期的なASEAN統合に合わせた登録プロセスの再設計 

7）中長期的な効能試験及び環境影響評価の実施 

 

（2）検査業務 

1）検査業務に必要な実施規則及び規程の策定 

2）検査官への研修の実施 

3）登録業務に悪影響を及ぼさないよう市場に応じたクリーンアップキャンぺーン及び検

査業務の実施 

4）罰金を含む検査業務の実施 

 

５－１－３ 政府及び民間セクター間のネットワーク 

農薬及び肥料の適切な管理に係る持続性を促進するため、すべてのステークホルダーに便益

が生じる手法を取っていく必要がある。特に民間セクターに規制だけでなく便益を生じさせる

ことは不可欠であり、そのためにはCAMTAを可能な限り早期に設立し、政府と民間セクター間

で定期的な対話を行う体制を構築すべきである。MAFFは登録された農薬及び肥料に関し民間セ

クターと共同キャンペーンを行うなど、継続して民間との連携を強化すべきである。 

 

５－１－４ 啓発活動の継続及び促進 

禁止・違法農薬や肥料の使用・販売をやめさせるため、MAFFはプロジェクトにより作成され

た啓発活動用の資料を用いて全国レベルで啓発活動を継続実施していく必要がある。また、同

資料は対象2地区での現状に基づいて作成されているため、MAFFは啓発活動を展開するなかで、

これらの資料を改訂していく必要がある。 

 

５－２ 教 訓 

５－２－１ プロジェクト・オフィス・マネジメント 

専門家とC/Pのコミュニケーションマネジメントにおいて、特に日本人専門家とC/Pの執務室

が別れていたことから、日常的なコミュニケーションを実践することが困難であった。日常的

なコミュニケーションの欠如はC/Pのオーナーシップ醸成の阻害要因となったと判断される。オ

フィス・マネジメントはプロジェクト・マネジメントにおいて、プロジェクトの一体感やコン

セプト醸成に非常に大きな役割を担っていることから、C/Pと日常的に議論や意識の共有ができ

るよう専門家及びC/Pによる共同オフィスが不可欠である。 

 

５－２－２ 官民連携 

本プロジェクトでは、ガイドブックの作成やCAMTA設立支援など民間業者との連携を深めた。
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カンボジアの特に農業分野では、政府のリソースが極めて限られており、そのなかでいかに民

間との連携を強化し、民間セクターに移管していくかが自立発展性に関する大きな要素である。

その観点で、本プロジェクトで行ったように民間セクターにインセンティブを与えつつ民間セ

クターを巻き込んでいく方法は類似プロジェクトにとっても有効に働くものであると判断され

る。 

 

５－２－３ 第三国専門家の有用性 

本プロジェクトでは成果のひとつであるラボに関し、第三国専門家が当該成果達成に大きく

寄与したものである。第三国専門家の活用は、プロジェクト実施者側にとっては事業費を低減

させることが可能であり、C/Pまたは受益者にとってはより身近に技術を吸収しやすい素地をつ

くり出すことにつながる。今後はJICAや他機関が育成した第三国のリソースをマッピングする

などし、組織的に第三国リソースを有効活用する体制を構築していくことが推奨される。 
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１．面談者リスト 

氏名 所属 役職 

H.E. San Vanty MAFF Under Secretary of State 

H.E. So Khan 

Rithykun 

MAFF, GDA Director General 

Mr. Ouk Syphan MAFF, DAL Director 

Mr. Buntuon Simona MAFF, PDA Kandal Director 

Mrs. Khuon Vilavann Ministry of Health 

National Health Product Quality 

Control Center 

Director, Pharmacist 

Specialist 

Mr. In Sambo Ministry of Industry, Mines and 

Energy, General Department of 

Industry, Industrial Laboratory 

Center of Cambodia (ILCC) 

Director 

Mr. David B Parsons ADB Sanitgary & Phytosanitary 

Standards Management Systems 

Project 

Team Leader 

八木 和彦 プロジェクト専門家 チーフアドバイザー 

濱口 俊典 プロジェクト専門家 業務調整 /意識向上のため

の啓発普及活動 /モニタリ

ング調査 

鈴木 康次郎 JICAカンボジア事務所 所長 

玉光 慎一 在カンボジア日本国大使館 一等書記官 

杉山 裕秀 在カンボジア日本国大使館 二等書記官 
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２．合同評価委員会出席者リスト 

No. Name Position Organization 

1 H.E. San Vanty Under secretary of state MAFF 

2 H.E. So Khan Rithykun Direct-general GDA 

3 Mr. Ouk Syphan Director DAL 

4 Mr. Phum Ra Deputy Director DAL 

5 Mr. Chea Chanveasna Deputy Director DAL 

6 Mr. Pheav Chintheng Vice Chief, NAL GDA 

7 Mr. Buntuon Simona Director PDA Kandal 

8 Mr. Sok Sarou Vice Chief, BAMS DAL 

9 Mr. Be Seakmeng Vice Chief, BAMS DAL 

10 Mr. Lorn Socheata Staff, NAL GDA 

11 Mr. Ros Pan Staff, BAMS DAL 

12 Dr. Dy Sam An Deputy Director (Member of the Joint 

Evaluation) 

DAL 

13 Mr. Op Pich Deputy Director of Planning and 

Accounting Department (Member of 

the Joint Evaluation) 

GDA 

14 Mr. Ros Soden Staff DAL 

15 Mr. Kong Sarin Staff DAL 

16 Mr. Chheng Vibolrith Deputy director DIC (MAFF)/ 

Observer 

17 Mr. Kry Sydo Deputy director DPS (MAFF)/ 

Observer 

18 Mr. Toeung Savann Asia department staff CDC/ Observer 

19 Ms. Zenaida M. Villegas Director, Project Development Service DA, Philippines/ 

Observer 

20 Dr. Silvino Q. Tejada, 

Ceso III 

Executive Director BSWM,  

Philippines/ 

Observer 

21 Atty. Gavino L. Barlin Deputy Executive Director for 

Fertilizer 

FPA, Philippines 

/Observer 

22 Ms. Maria Lourdes De 

Mata 

Chief, National Pesticide Analytical 

Laboratory 

BPI, Philippines/ 

Observer 

23 Mr. Yukiharu Kobayashi Senior Representative 

(Leader of the Joint Evaluation) 

JICA 

24 Mr. Shunichi Nakada Senior Advisor (Member of the Joint 

Evaluation) 

JICA 

Headquarters 

25 Mr. Hiroyuki Yokoi Representative (Member of the Joint 

Evaluation) 

JICA 
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26 Ms. SIV Cheang Program Officer (Member of the Joint 

Evaluation) 

JICA 

27 Dr. Kazuhiko Yagi Chief Advisor of the QCAM Project JICA 

28 Mr. Toshinori Hamaguchi Project Coordinator of the  QCAM 

Project 

JICA 

29 Mr. Chin Dimanche  Project  Assistant 

30 Ms. Sok Sreynin Project  Assistant  
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